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１．18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

 (1)経営成績               (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

18年９月中間期 

17年９月中間期 

76,514 

71,069 

7.7 

△ 9.0 

663

838

△ 20.9 

△ 65.0 

1,229 

1,249 

△ 1.6 

△ 54.0 

18年３月期 154,458 2,719 3,312 

(注)収入手数料を加えた売上高 18年９月中間期 80,658百万円  17年９月中間期 75,182百万円  18年３月期 163,173百万円 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

 百万円   ％ 円 銭 

18年９月中間期 

17年９月中間期 

777 

846 

△ 8.2 

― 

31.16 

33.89 

18年３月期 1,852 72.59 

(注)①期中平均株式数    18年９月中間期  24,952,428株  17年９月中間期  24,982,122株  18年３月期  24,972,952株 

②会計処理の方法の変更   無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2) 財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 

18年９月中間期 

17年９月中間期 

百万円 

184,487 

173,208 

百万円

72,099 

66,306 

％ 

39.1 

38.3 

円 銭 

2,890.23 

2,655.25 

18年３月期 186,491 71,935 38.6 2,880.71 

(注)①期末発行済株式数  18年９月中間期  24,945,937株  17年９月中間期  24,971,976株  18年３月期  24,957,513株 

②期末自己株式数    18年９月中間期     175,791株  17年９月中間期     149,752株  18年３月期     164,215株 

 

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益       当期純利益       

 

通  期 

百万円 

156,100 

百万円

3,500 

百万円 

2,100 

(注)収入手数料を加えた売上高（通期）  164,208 百万円 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  84 円 18 銭 

 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

18年３月期 8.00 8.00 16.00 

19年３月期(実績) 8.00 ― 

19年３月期(予想) ― 8.00 
16.00 

 
 ※ 上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、潜在的

なリスクや不確実性が含まれておりますので、実際の業績は、今後様々な要因によって、これらの業績予想とは異なる

結果となる場合があります。 
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個 別 中 間 財 務 諸 表 等

（１）中 間 貸 借 対 照 表
(単位：千円)

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度
平成18年９月30日現在 平成17年９月30日現在 平成18年３月31日現在

金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 構成比

 ( 資   産   の   部 )     ％     ％     ％ 

 流     動     資     産 99,366,421  53.9  95,270,831  55.0  100,839,100 54.1  

現 金 及 び 預 金 990,809     1,292,621   1,451,054   

受 取 手 形 1,451,330   1,622,665   1,167,679   

割 賦 未 収 金 32,516,206  32,180,135  32,548,516  

売 掛 金 9,207,534   9,304,763   11,801,614  

た な 卸 資 産 10,315,819  7,398,831   11,227,995  

関 係 会 社 貸 付 金 40,202,360  38,973,556  37,334,959  

そ の 他 4,863,110   4,721,256   5,497,281   

貸 倒 引 当 金 △ 180,750 △ 223,000 △ 190,000 

 固   　定     資     産 85,121,347  46.1  77,937,201  45.0  85,652,885  45.9  

有  形  固  定  資  産 40,053,639  21.7  39,774,763  23.0  39,828,541  21.4  

建 物 12,462,787  12,574,907  12,242,156  

リ ー ス 資 産 4,662,080   4,484,005   4,591,034   

土 地 18,469,528  18,516,880  18,360,599  

そ の 他 4,459,243   4,198,969   4,634,750   

無  形  固  定  資  産 452,403     0.2   452,895     0.2   455,106     0.2   

投 資 そ の 他 の 資 産 44,615,305  24.2  37,709,542  21.8  45,369,237  24.3  

投 資 有 価 証 券 42,564,621  35,196,053  43,149,875  

そ の 他 2,142,933   2,602,289   2,342,361   

貸 倒 引 当 金 △ 92,250 △ 88,800 △ 123,000 

資   産   合   計 184,487,769 100.0 173,208,032 100.0 186,491,985 100.0 

期   別

科   目
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(単位：千円)

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度
平成18年９月30日現在 平成17年９月30日現在 平成18年３月31日現在

金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 構成比

 ( 負   債   の   部 )     ％     ％     ％ 

 流     動     負     債 85,844,395  46.5  78,569,110  45.4  85,245,841  45.7  
買 掛 金 17,263,754  15,387,746  25,604,755  
短 期 借 入 金 37,262,535  35,640,753  30,677,500  
関 係 会 社 借 入 金 12,762,397  9,725,937   10,877,350  
一年以内返済長期借入金 4,635,000   5,303,000   4,700,000   
未 払 法 人 税 等 407,778     356,000     42,396      
未 払 消 費 税 等 304,380     18,021      84,837      
繰 延 消 費 税 等 1,349,874   1,277,268   1,336,592   
賞 与 引 当 金 1,800,000   1,740,000   1,800,000   
役 員 賞 与 引 当 金 20,000      ― ― 
割 賦 未 実 現 利 益 5,161,545   4,745,958   5,037,194   
そ の 他 4,877,129   4,374,424   5,085,214   

 固     定     負     債 26,543,797  14.4  28,332,203  16.3  29,310,769  15.7  
長 期 借 入 金 7,049,600   11,674,600  9,605,600   
長 期 未 払 金 286,700     308,700     308,700     
繰 延 税 金 負 債 13,512,512  10,796,458  13,761,845  
退 職 給 付 引 当 金 5,694,984   5,552,445   5,634,624   
負   債   合   計 112,388,193 60.9  106,901,314 61.7  114,556,610 61.4  
 ( 資   本   の   部 )

 資        本        金 ― ― 2,917,800   1.7   2,917,800   1.5   
 資   本   剰   余   金 ― ― 2,361,569   1.4   2,362,668   1.3   
資 本 準 備 金 ― 2,359,544   2,359,544   
自 己 株 式 処 分 差 益 ― 2,025       3,124       

 利   益   剰   余   金 ― ― 41,836,921  24.1  42,643,281  22.9  
利 益 準 備 金 ― 729,450     729,450     
別 途 積 立 金 ― 36,000,000  36,000,000  
中間（当期）未処分利益 ― 5,107,471   5,913,831   

 その他有価証券評価差額金 ― ― 19,378,959  11.2  24,238,102  13.0  
 自     己     株     式 ― ― △ 188,533 △ 0.1 △ 226,477 △ 0.1 
資   本   合   計 ― ― 66,306,717  38.3  71,935,375  38.6  
負 債 ・ 資 本 合 計 ― ― 173,208,032 100.0 186,491,985 100.0 
 ( 純　資　産　の　部 )

 株     主     資     本 48,209,286  26.1  ― ― ― ― 
資        本        金 2,917,800   1.6   ― ― ― ― 
資   本   剰   余   金 2,363,388   1.3   ― ― ― ― 
資 本 準 備 金 2,359,544   ― ― 
自 己 株 式 処 分 差 益 3,844       ― ― 
利   益   剰   余   金 43,181,248  23.4  ― ― ― ― 
利 益 準 備 金 729,450     ― ― 
別 途 積 立 金 37,000,000  ― ― 
繰 越 利 益 剰 余 金 5,451,798   ― ― 
自     己     株     式 △ 253,150 △ 0.2 ― ― ― ― 
 評 価 ・ 換 算 差 額 等 23,890,289  13.0  ― ― ― ― 
 その他有価証券評価差額金 23,890,289  13.0  ― ― ― ― 
純　資　産　合　計 72,099,576  39.1  ― ― ― ― 
負 債 ・ 純 資 産 合 計 184,487,769 100.0 ― ― ― ― 

科 目

期   別

科   目
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(２) 中 間 損 益 計 算 書
(単位：千円)

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度
期  別 自 平成18年４月 1日 自 平成17年４月 1日 自 平成17年４月 1日

  科  目 至 平成18年９月30日 至 平成17年９月30日 至 平成18年３月31日

金      額 百分比 金      額 百分比 金      額 百分比

    ％     ％     ％ 

76,514,287 100.0 71,069,247 100.0 154,458,179 100.0 

66,094,267 86.4 61,166,461 86.1 132,788,649 86.0 

10,420,020 13.6 9,902,785 13.9 21,669,530 14.0 

5,037,194 6.6 4,772,337 6.7 4,772,337 3.1 

5,161,545 6.7 4,745,958 6.7 5,037,194 3.3 

4,144,006 5.4 4,112,931 5.8 8,715,357 5.6 

13,775,816 18.0 13,203,107 18.6 27,400,048 17.7 

663,859 0.9 838,988 1.2 2,719,982 1.8 

827,665 1.1 602,188 0.8 1,060,230 0.7 

657,488 471,912 795,420 

170,177 130,276 264,810 

261,750 0.3 192,017 0.3 467,483 0.3 

172,030 135,041 273,406 

89,720 56,975 194,076 

1,229,775 1.6 1,249,159 1.8 3,312,729 2.1 

2,135 0.0 118,737 0.2 118,737 0.1 

2,135 ―  ―  

―  118,737 118,737 

66,381 0.1 46,457 0.1 310,345 0.2 

29,251 19,519 65,295 

37,129 26,062 243,191 

―  876 1,859 

1,165,530 1.5 1,321,439 1.9 3,121,121 2.0 

368,116 0.5 355,731 0.5 1,299,788 0.8 

19,786 0.0 118,998 0.2 △ 31,513 △ 0.0 

777,627 1.0 846,710 1.2 1,852,846 1.2 

―  4,260,761 4,260,761 

―  ―  199,775 

―  5,107,471 5,913,831 

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

中 間 配 当 額

固 定 資 産 減 損 損 失

前 期 繰 越 利 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

会 員 権 評 価 損

法人税、住民税及び事業税

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

固 定 資 産 廃 棄 損

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

特 別 利 益

厚 生 年 金 基 金 清 算 益

特 別 損 失

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

割 賦 未 実 現 利 益 戻 入

割 賦 未 実 現 利 益 繰 入

収 入 手 数 料

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益
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（３）中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自 平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）
(単位：千円)

株主資本
評価・換算
差額等

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

2,917,800 2,359,544 3,124 729,450 36,000,000 5,913,831 △226,477 47,697,272 24,238,102

剰余金の配当 △199,660 △199,660

役員賞与 △40,000 △40,000

中間純利益 777,627 777,627

自己株式の取得 △27,903 △27,903

自己株式の処分 720 1,231 1,951

別途積立金の積
立

1,000,000 △1,000,000 ―

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
（純額）

△347,813

― ― 720 ― 1,000,000 △462,033 △26,672 512,014 △347,813

2,917,800 2,359,544 3,844 729,450 37,000,000 5,451,798 △253,150 48,209,286 23,890,289

平成18年３月31日
残高

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金資本準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金

中間会計期間中の
変動額合計

平成18年９月30日
残高

資本金 自己株式

当中間会計期間中
の変動額
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〔
 
中間財務諸表作成の基本となる重要な事項〕 
１．資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
        （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの…移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

新車・中古車・外注加工…個別法による原価法 

部品・貯蔵品…最終仕入原価法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く）については、定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

 

３．重要な引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、当中間会計期間に負担すべき支給見込額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に充てるため、当事業年度における支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成 17 年 11 月 29 日）を適用してお

ります。 

 この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益が 20,000 千円減少しております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により

按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。 

 

４．割賦販売に係る収益の計上基準 
新車及び中古車の長期割賦販売（販売から最終の賦払金支払期日までの期間が２年以上のもの）に係る収益の計上

は、延払基準によっており、翌期以降の賦払金に対応する利益を割賦未実現利益として、繰り延べております。 

 

５．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 
なお、割賦債権に対応し回収まで納税義務の発生しないものは、繰延消費税等として計上しております。 

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更〕 〔
 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17 年 12 月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17 年 12 月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は 72,099,576 千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
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〔後発事象〕 
 
 （会社分割及び株式交換） 

当社は、平成 18 年 11 月 22 日開催の取締役会において、平成 19 年４月１日付けで、当社のほぼ全ての事業を、事

前に設立する準備会社（以下、「設立準備会社」）に承継させる会社分割（以下、「本件会社分割」）を行い、純粋持株

会社体制に移行することを決議いたしました。本件会社分割後、純粋持株会社となる当社は商号変更し、設立準備会

社が「愛知トヨタ自動車株式会社」の商号を引き継ぐ予定です。 
また、当社、トヨタカローラ愛豊株式会社、ネッツトヨタ愛知株式会社、ネッツトヨタ東海株式会社、トヨタエル

アンドエフ中部株式会社、株式会社トヨタレンタリース愛知、愛知スズキ販売株式会社、株式会社アトコ、トヨタホ

ーム愛知株式会社、トヨタ情報システム愛知株式会社、愛知クレジットサービス株式会社及び愛知トヨタ総合開発株

式会社は、各社においてそれぞれの取締役会で決議し、平成 19 年４月１日付けで株式交換を行う旨の基本合意書を締

結いたしました。 
これにより、当社及び連結子会社 11 社は、純粋持株会社を完全親会社とし、設立準備会社を含めた愛知トヨタグル

ープ 12 社を完全子会社とする体制に移行する予定です。 
 
 



注 記 事 項

① 中間貸借対照表関係

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

平成18年９月30日現在 平成17年９月30日現在 平成18年３月31日現在

１．有形固定資産の減価償却累計額 32,559,394       30,839,669       31,836,525       

２．担  保  資  産

      割 賦 未 収 金 500,000          500,000          500,000          

      建          物 3,074,687        3,260,127        3,177,088        

      土          地 1,932,933        2,409,526        2,409,526        

３．保  証  債  務 77,626           96,174           110,083          

② 中間株主資本等変動計算書関係

当中間会計期間（自 平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

  自己株式に関する事項 （単位：株）

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式 164,215          12,444           868              175,791          

（変動事由の概要）

　　単元未満株式の買取による増加 12,444 株　　　　

　　単元未満株式の買増請求による減少 868 株　　　　

③ リ ー ス 取 引

  半期報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

④ 有 価 証 券（子会社株式及び関連会社株式）

  当中間会計期間末、前中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社

株式で時価のあるものはありません。

（単位：千円）
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